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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高に、消費税等は含まない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がない為記載していない。 

３ 従業員数は就業人員数を表示している。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第113期中 第114期中 第115期中 第113期 第114期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 36,608 40,768 43,056 75,657 82,214

経常利益 (百万円) 1,240 2,320 3,333 2,796 4,177

中間(当期)純利益 (百万円) 348 540 1,822 904 1,532

純資産額 (百万円) 19,311 20,391 24,241 20,193 21,756

総資産額 (百万円) 74,205 69,670 73,974 71,779 71,272

１株当たり純資産額 (円) 220.12 232.60 276.90 230.24 248.38

１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 3.97 6.15 20.81 10.29 17.47

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 26.0 29.3 32.8 28.1 30.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,464 3,257 4,360 10,143 5,101

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,298 △1,277 △2,222 △3,091 △2,803

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,300 △1,969 △1,645 △7,990 △2,794

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高

(百万円) 2,947 3,153 3,246 3,141 2,635

従業員数 (名) 2,073 2,231 2,280 2,150 2,226



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

 
(注) １ 売上高に、消費税等は含まない。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がない為記載していない。 

３ 従業員数は就業人員数を表示している。 

  

回次 第113期中 第114期中 第115期中 第113期 第114期

会計期間

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日

売上高 (百万円) 31,193 35,051 37,800 64,959 71,800

経常利益 (百万円) 597 1,157 2,001 1,469 2,012

中間(当期)純利益 (百万円) 42 402 1,123 261 896

資本金 (百万円) 5,537 5,537 5,537 5,537 5,537

発行済株式総数 (株) 87,919,200 87,919,200 87,919,200 87,919,200 87,919,200

純資産額 (百万円) 17,805 18,603 21,039 18,501 19,351

総資産額 (百万円) 54,817 52,310 55,688 53,560 53,634

１株当たり純資産額 (円) 202.93 212.18 240.31 210.93 220.91

１株当たり中間(当期) 
純利益

(円) 0.49 4.59 12.82 2.98 10.22

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額

(円) ― ― ― 1.50 3.00

自己資本比率 (％) 32.5 35.6 37.8 34.5 36.1

従業員数 (名) 1,165 1,199 1,202 1,179 1,186



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、耐火物事業に携わっていた菊竹産業㈱は、当社の耐火物製造に係る外注

作業を、当社と同社の出資で設立した㈱Ｋ＆Ｋに、そのすべてを移管した。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、次の会社が新たに連結子会社となった。 

  

 
 (注)１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載している。 

 (注)２ 提出会社の常務取締役 多喜田一郎は㈱Ｋ＆Ｋの代表取締役を兼務している。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成17年９月30日現在 

 
 (注) 従業員は就業人員である。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在の従業員数は1,202名である。 

なお、従業員は就業人員である。 

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係については、特に記載すべき事項はない。 

  

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(又は被所有) 
割合(％)

関係内容

㈱Ｋ＆Ｋ

福岡県 

北九州市

八幡西区

50 耐火物事業 55.0

業務委託契約に基づき、当社

の耐火物製造に係る外注作業

に携わっている。

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

耐火物事業 1,652

築炉事業 344

ファインセラミックス事業 193

不動産事業 0

その他の事業 91

合計 2,280



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、雇用情勢にまだ厳しさが残るものの、企業収益には改善が見ら

れ、設備投資及び個人消費も増加傾向となり、景気は緩やかに回復に向かっている。 

 当社の主要得意先である鉄鋼業界においても、７月以降在庫調整による生産抑制があったが、期を通

して高水準の生産を維持し、当中間連結会計期間の粗鋼生産量は５，６８０万トンと前年同期に比べ

０．７％増加した。 

当社の属する耐火物業界においては、鉄鋼業界の粗鋼生産量が高位安定しているというプラス面があ

る反面、一昨年末より耐火物原料価格の高騰、更には原油価格の高騰というマイナス面があり、厳しい

環境に変わりはない。 

このような情勢下、当社グループは平成１７年度を最終年度とする３カ年の「中期経営計画」の高位

達成をめざし、全社一丸となり邁進してきた。 

  当中間連結会計期間においては、“顧客価値の徹底追求”を事業目標に、主力の耐火物事業では、フ

ル生産状態にある顧客の要望に的確に応えるため、耐火物製品の品質向上（安定高耐用）、築炉工期の

短縮を中心に、製造・販売・研究開発部門一体となったソリューション提供型の営業を実践してきた。

加えて、耐火物製造関連会社をはじめ、黒崎播磨グループ一体となり、“最強の生産・供給体

制”の確立を目指して事業展開を行ってきた。 

  また、“健全な事業体質の構築”のため、総資産の圧縮と借入金の削減に取り組んでいる。 

総資産の圧縮については、固定資産、棚卸資産ともその健全化を追求しているが、原料の在庫単価の

上昇、及び今後の更なる価格上昇に備えた意識的積み増しにより、また保有有価証券の評価益も加わっ

て、前年同期に対し当中間連結会計期間は４３億４百万円増加し、７３９億７４百万円となった。 

借入金の削減については、前年同期に対し当中間連結会計期間は１５億７２百万円削減することが出

来、長期、短期の借入金合計額は１１９億８５百万円となった。 

さらにはグループ経営の効率化と収益最大化の観点から国内関係会社の統廃合を推し進めた結

果、当中間連結会計期末の国内関係会社数は、前年同期に比べ３社減の２１社となった。 

以上により、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期に比べ５．６％増収の４３０億５６百

万円となった。また、営業利益については、前年同期に比べ４０．９％増益の３１億２７百万円となっ

た。 

セグメント別の状況は、以下のとおりである。 

〔耐火物事業〕 

売上高については、昨年度の耐火物原料価格の値上がり分相当を製品価格に転嫁することが出来た

ことに加え、主要得意先の粗鋼生産が高位安定であったことに伴う耐火物販売量の増加により、前年

同期に比べ５．０％増収の３０９億６４百万円となった。 

営業利益については、前記の耐火物製品価格アップによる利益増と生産性向上活動を主体とするコ

ストダウン対策により、前年同期に比べ４３．８％増益の２５億２０百万円となった。 

〔築炉事業〕 

大型建設工事案件が集中したことなどにより、売上高は前年同期に比べ１５．７％増収の６４

億９３百万円となった。 

  営業利益については、間接費圧縮等の経費削減に努めているが、拡販のための先行投資を行ったた

め、前年同期に比べ１８．９％減益の４億４６百万円となった。 



〔ファインセラミックス事業〕 

  主要得意先である半導体関連産業での市況の持ち直しもあり、当社としても液晶関連産業への販路

拡大を図っている。 

 売上高は前年同期とほぼ同じ３６億５９百万円となった。 

  また、営業利益については、前年同期に比べ１３．８％増益の４億３６百万円となった。 

〔不動産事業〕 

売上高は前年同期とほぼ同じ５億１１百万円となった。 

 また、営業利益については、当中間連結会計期間より関西にある不動産の償却期間を法定耐用年数

から賃貸契約期間へ短縮を図ったことにより、１年当たりの償却費が増加し、前年同期に比べ４４．

３％減益の１億４１百万円となった。 

〔その他の事業〕 

売上高については、公共投資の低迷が長期化する中、景観材事業、建材事業において民需拡販に努

力しているが、前年同期に比べ３．６％減収の１４億２７百万円となった。 

  また、営業利益についても、前年同期に比べ２．１％減益の４７百万円となった。 

  

当中間連結会計期間の経常利益については、売上高の増加等に伴い前年同期に比べ４３．７％増益

の３３億３３百万円となった。 

 また、中間純利益については、前年同期に計上した減損損失（１２億６７百万円）が当中間連結会

計期間にはなかったことなどにより、前年同期に比べ２３７．４％増益の１８億２２百万円となっ

た。 

  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりである。 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物は、期末残高３２億４６百万円と 

前年同期に比べ９３百万円増加した。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前中間純利益３０億６４百万円に減価償却費１６億２百万円、及び売掛債権の減少に

よる８億７２百万円と棚卸資産の増加による支出額１２億８百万円等を加減算した結果、４３億 

６０百万円の収入（前中間連結会計期間は３２億５７百万円の収入）となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

固定資産の取得等により、２２億２２百万円の支出（前中間連結会計期間は１２億７７百万円の

支出）となった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

長期安定資金確保を目的として長期借入金を４３億円借り入れる一方、長短借入金５０億４９百

万円の返済を進めた結果、１６億４５百万円の支出（前中間連結会計期間は１９億６９百万円の支

出）となった。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
  

 
(注) 不動産事業に生産実績はない。 

  

(2) 受注実績 

当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
  

 
(注) 不動産事業については、受注活動にそぐわない為、除外している。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。
  

 
(注) 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

  

 
この販売高には、日鐵商事㈱経由分を含んでいる。 

※ 以上「第２ 事業の状況」の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％)

耐火物事業 28,103 117.2

築炉事業 6,118 112.9

ファインセラミックス事業 2,707 90.5

その他の事業 599 88.2

合計 37,529 113.5

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

耐火物事業 31,055 104.3 3,072 94.9

築炉事業 6,712 117.3 1,023 112.5

ファインセラミックス事業 3,675 98.5 403 99.3

その他の事業 1,429 88.8 247 81.5

合計 42,872 105.0 4,747 97.8

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

耐火物事業 30,964 105.0

築炉事業 6,493 115.7

ファインセラミックス事業 3,659 99.3

不動産事業 511 99.4

その他の事業 1,427 96.4

合計 43,056 105.6

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

新日本製鐵㈱ 18,028 44.2 19,746 45.9



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及

び新たに生じた問題はない。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていない。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ(当社及び連結子会社)は、耐火物製造事業を中心とした研究開発活動を行っている。 

 耐火物事業においては、当社の主たる鉄鋼用耐火物の開発の他、事業の多様化を目的として耐火物の施

工に関わる装置・設備技術、ごみ焼却炉・溶融焼却炉用耐火物の開発にあたっている。 

 ファインセラミックス事業においては、株式会社マイクロンで封止材等の開発を目的としてその研究開

発にあたっている。 

 なお、当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の総額は766百万円である。 

(1) 耐火物事業 

耐火物事業においては、当社の主たる鉄鋼用耐火物の開発のほか、事業の多様化を目的として耐火物の

施工に関わる装置・設備技術、及び近年需要が旺盛なごみ焼却炉耐火物の開発にあたっている。フェロー

２名を選任し、研究開発技術力の強化を図り、主に当社の技術研究所のスタッフ42名を中心として下記の

ように運営している。 

 ① 研究開発の目的 

  ・鉄鋼用耐火物の販売競争力維持及び強化 

  ・海外耐火物生産拠点の強化 

  ・鉄鋼以外の市場への販路拡大 

  ・基礎研究による技術力向上・飛躍 

 ② 研究課題 

  ・価格的に競争力のある製品開発 

  ・性能、価格的に独自性のある製品開発 

  ・鋼品質高級化対応耐火物の開発 

 ③ 研究体制 

・窯炉用耐火物全般、機能性耐火物、不定形耐火物の製品分野別にグルーピングし横断技術的にプ

ロセス・ＥＮ研究グループがおかれている。      

当事業に係る研究開発費は726百万円である。 

(2) 築炉事業 

 当事業に係る研究開発費は発生していない。 

(3) ファインセラミックス事業 

 封止材等の開発を行っており、当事業に係る研究開発費は39百万円である。 

(4) 不動産事業 

 当事業に係る研究開発費は発生していない。 

(5) その他の事業 

 当事業に係る研究開発費は発生していない。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はない。 

また、当中間連結会計期間において新たに確定した重要な設備の除却等はない。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
(注) 定款での定めは次の通りである。 

当社が発行する株式の総数は350,000,000株とする。ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数

を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はない。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株)

普通株式 350,000,000

計 350,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 87,919,200 87,919,200
東京証券取引所
市場第一部 
福岡証券取引所

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 87,919,200 87,919,200 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 
(百万円)

平成17年９月30日 ― 87,919,200 ― 5,537 ― 3,521



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

 
  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が34,000株(議決権34個)含まれ

ている。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式 879株と証券保管振替機構名義 376株が含まれて

いる。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

新日本製鐵株式會社 東京都千代田区大手町２丁目６―３ 39,080 44.44

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８―11 5,512 6.26

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11―３ 4,103 4.66

ステート ストリート バンク 
アンドトラストカンパニー 
505019 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行 兜町証券決
済業務室）

AIB INTERNATIONAL CENTRE P.O. BOX518 
IFSC DUBLIN, IRELAND

2,171 2.46

株式会社福岡銀行 福岡県福岡市中央区天神２丁目13―１ 1,859 2.11

財団法人日本製鐵八幡共済組合 福岡県北九州市戸畑区飛幡町１―１ 1,095 1.24

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 955 1.08

ゴールドマン サックス インタ
ーナショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社）

133  FLEET  STREET  LONDON  EC4A  2BB, 
U.K

918 1.04

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６―６
日本生命証券管理部内

859 0.97

黒崎播磨従業員持株会 福岡県北九州市八幡西区東浜町１―１ 751 0.85

計 ― 57,304 65.17

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式) 
普通株式 
         365,000 
(相互保有株式) 
普通株式 
          36,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

85,838,000
85,838 同上

単元未満株式
普通株式

1,680,200
― 同上

発行済株式総数 87,919,200 ― ―

総株主の議決権 ― 85,838 ―



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が 1,000株(議決権 1個)ある。 

なお、当該株式は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 上記は、東京証券取引所市場第一部における株価である。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出後、当半期報告書提出日までの、役員の異動は次の通りである。 

 
  

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
黒崎播磨㈱

北九州市八幡西区東浜町
１-１

365,000 ― 365,000 0.41

(相互保有株式) 
菊竹産業㈱

北九州市八幡西区穴生３-
10-24

36,000 ― 36,000 0.04

計 ― 401,000 ― 401,000 0.45

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 323 320 341 349 432 497

最低(円) 281 284 307 321 315 404

   新役名及び職名 旧役名及び職名 氏 名 異動年月日 

取締役

本社部門管掌(除く中国事業
統括部) 
総務人事部長委嘱 
総務人事部総務グループ長事
務取扱 
内部監査グループ長事務取扱 

取締役

本社部門管掌(除く中国事業
統括部) 
総務人事部長委嘱 
総務人事部総務グループ長事
務取扱 
 

石 丸  誠 平成17年10月1日

取締役

 
非耐火物事業部門管掌 
ファインセラミックス事業部
長委嘱 
景観材事業部長委嘱 

取締役

非耐火物事業部門管掌 
ファインセラミックス事業部
長委嘱 

桂 裕氏 平成17年11月26日



第５ 【経理の状況】 

 １ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1)当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2)当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

 ２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16

年９月30日まで)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財

務諸表並びに前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成

17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査

を受けている。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 3,344 3,287 2,788

受取手形及び 
売掛金並びに 
完成工事 
未収入金

※1 
※2

17,922 17,987 18,783

有価証券 11 2 5

棚卸資産 9,280 11,076 9,856

繰延税金資産 892 1,098 944

その他 710 997 747

貸倒引当金 △146 △92 △148

流動資産合計 32,016 46.0 34,357 46.4 32,977 46.3

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※3

建物及び構築物 33,735 33,998 34,013

減価償却 
累計額

△20,883 12,851 △21,443 12,554 △21,090 12,923

機械装置、窯炉 
及び運搬具

55,878 55,382 56,189

減価償却 
累計額

△46,085 9,792 △45,572 9,809 △46,090 10,098

工具器具備品 3,491 3,571 3,557

減価償却 
累計額

△2,867 623 △2,872 699 △2,867 690

土地 7,240 7,352 7,359

建設仮勘定 852 787 346

有形固定資産 
合計

31,360 31,203 31,418

２ 無形固定資産

その他 740 463 521

無形固定資産 
合計

740 463 521

３ 投資その他の 
  資産

投資有価証券 ※3 4,193 6,570 4,940

長期貸付金 72 103 69

繰延税金資産 245 187 174

その他 2,018 2,115 2,139

貸倒引当金 △977 △1,027 △969

投資その他の 
資産合計

5,552 7,949 6,355

固定資産合計 37,654 54.0 39,616 53.6 38,294 53.7

資産合計 69,670 100.0 73,974 100.0 71,272 100.0



 
  

前中間連結会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

支払手形及び 
買掛金並びに 
工事未払金

15,403 15,559 15,556

短期借入金 ※3 11,943 6,717 11,421

未払費用 1,551 2,153 1,730

未払法人税等 729 1,115 518

引当金

賞与引当金 1,454 1,454 1,791 1,791 1,554 1,554

設備関係支払手形 31 118 49

その他 2,007 1,992 2,748

流動負債合計 33,120 47.6 29,448 39.8 33,580 47.1

Ⅱ 固定負債

長期借入金 ※3 1,614 5,268 1,311

繰延税金負債 656 1,674 885

引当金

退職給付引当金 2,332 1,853 2,100

役員退職金 
引当金

182 248 215

特別修繕引当金 8 29 16

製品保証引当金 22 29 26

鉱害補償引当金 63 2,610 22 2,183 25 2,383

預り敷金・保証金 7,467 6,853 7,467

連結調整勘定 988 878 940

固定負債合計 13,338 19.1 16,858 22.8 12,988 18.2

負債合計 46,458 66.7 46,306 62.6 46,569 65.3

(少数株主持分)

少数株主持分 2,820 4.0 3,426 4.6 2,947 4.2

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,537 7.9 5,537 7.5 5,537 7.8

Ⅱ 資本剰余金 3,521 5.1 3,521 4.8 3,521 4.9

Ⅲ 利益剰余金 10,542 15.1 13,092 17.7 11,534 16.2

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金

1,119 1.6 2,392 3.2 1,439 2.0

Ⅴ 為替換算調整勘定 △301 △0.4 △234 △0.3 △223 △0.3

Ⅵ 自己株式 △28 △0.0 △68 △0.1 △52 △0.1

資本合計 20,391 29.3 24,241 32.8 21,756 30.5

負債、少数 
株主持分及び 
資本合計

69,670 100.0 73,974 100.0 71,272 100.0



② 【中間連結損益計算書】 
  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 40,768 100.0 43,056 100.0 82,214 100.0

Ⅱ 売上原価 33,002 81.0 33,752 78.4 66,752 81.2

売上総利益 7,765 19.0 9,303 21.6 15,461 18.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

※1 5,546 13.6 6,176 14.3 11,314 13.8

営業利益 2,219 5.4 3,127 7.3 4,147 5.0

Ⅳ 営業外収益

受取利息 3 1 9

受取配当金 58 66 65

賃貸料及び 
管理手数料

49 31 106

為替差益 111 174 74

持分法による 
投資利益

30 15 51

連結調整勘定 
償却額

62 62 124

その他の営業外 
収益

64 380 0.9 63 416 1.0 151 584 0.7

Ⅴ 営業外費用

支払利息 82 75 163

債権譲渡損 35 42 73

棚卸資産処分損 40 6 50

その他の営業外 
費用

121 279 0.6 84 209 0.5 265 554 0.6

経常利益 2,320 5.7 3,333 7.8 4,177 5.1

Ⅵ 特別利益

固定資産売却益 ※2 63 ― 104

投資有価証券 
売却益

5 5 14

子会社整理益 ― 93 ―

貸倒引当金戻入益 11 30 38

特別修繕引当金 
戻入益

25 ― 25

受取補償金 ― 63 ―

その他の特別利益 3 110 0.3 ― 193 0.4 ― 182 0.2



   
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅶ 特別損失

固定資産売却損 ※3 8 13 11

固定資産除却損 ※4 16 389 129

減損損失 ※5 1,267 ― 1,357

投資有価証券 
売却損

― ― 4

投資有価証券 
評価損

0 ― 0

ゴルフ会員権 
評価損

4 59 6

その他の特別損失 67 1,364 3.4 ― 462 1.1 68 1,577 1.9

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益

1,065 2.6 3,064 7.1 2,782 3.4

  法人税、住民税 
  及び事業税

473 1,038 974

  法人税等調整額 173 646 1.6 △ 86 951 2.2 180 1,154 1.4

  少数株主利益又は 
  少数株主損失(△)

△ 120 △0.3 290 0.7 95 0.1

中間(当期) 
純利益

540 1.3 1,822 4.2 1,532 1.9



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
連結剰余金計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 3,521 3,521 3,521

Ⅱ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高

3,521 3,521 3,521

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 10,135 11,534 10,135

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間(当期)純利益 540 540 1,822 1,822 1,532 1,532

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 役員賞与 1 1 1

２ 配当金 131 132 262 264 131 132

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高

10,542 13,092 11,534



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期) 
純利益

1,065 3,064 2,782

減価償却費 1,365 1,602 2,987

貸倒引当金の増減額 90 4 82

減損損失 1,267 ― 1,357

賞与引当金の増減額 58 237 158

連結調整勘定償却額 △62 △62 △124

退職給付引当金の増減額 △102 △246 △334

受取利息及び受取配当金 △62 △68 △75

支払利息 82 75 163

投資有価証券売却損益 △5 △5 △9

投資有価証券評価損 0 ― 0

持分法による投資利益 △30 △15 △51

固定資産除却損 16 389 129

固定資産売却損益 △55 13 △92

売上債権の増減額 286 872 △469

棚卸資産の増減額 △406 △1,208 △946

仕入債務の増減額 544 △57 652

その他 88 112 455

小計 4,140 4,710 6,664

利息及び配当金の受取額 62 69 75

利息の支払額 △81 △62 △151

法人税等の支払額 △913 △388 △1,593

その他 49 31 106

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

3,257 4,360 5,101

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

定期預金の預入 
による支出

△148 △70 △178

定期預金の払戻 
による収入

158 182 225

投資有価証券の売却 
による収入

69 15 87

投資有価証券の取得 
による支出

△89 △8 △238

少数株主からの取得 
による支出

― ― △36

固定資産の取得 
による支出

△1,322 △2,194 △2,580

固定資産の売却 
による収入

71 5 144

貸付けによる支出 ― △31 △74

貸付金回収による収入 16 0 19

その他 △33 △122 △173

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△1,277 △2,222 △2,803



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の
要約キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

短期借入金の増減額 △1,151 △2,680 △1,351

長期借入れによる収入 202 4,300 300

長期借入金の返済 
による支出

△881 △2,369 △1,549

配当金の支払額 △131 △263 △132

少数株主への配当金の 
支払額

△0 △0 △29

預り敷金の返還による 
支出

― △614 ―

その他 △7 △15 △31

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

△1,969 △1,645 △2,794

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
  係る換算差額

1 18 △9

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額

11 511 △506

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

3,141 2,635 3,141

Ⅶ 連結範囲の変動による  
  増加額

― 100 ―

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

3,153 3,246 2,635



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(イ)連結子会社の数 ９社

主要な連結子会社名

九州耐火煉瓦㈱、 

黒崎炉材㈱、AMR

 Refractarios,S.A. 

黒崎産業㈱、黒崎機工

㈱、無錫黒崎蘇嘉耐火

材料有限公司、㈱マイ

クロン、HARIMIC 

(MALAYSIA) SDN. BHD.

Krosaki USA Inc.

(イ)連結子会社の数 10社

主要な連結子会社名

九州耐火煉瓦㈱、 

黒崎炉材㈱、AMR 

Refractarios,S.A. 

黒崎産業㈱、黒崎機工

㈱、無錫黒崎蘇嘉耐火

材料有限公司、㈱マイ

クロン、HARIMIC 

(MALAYSIA) SDN. BHD.

Krosaki USA Inc. 

㈱K&K 

 前連結会計年度にお

いて非連結子会社であ

った㈱K&Kは重要性が

増したことにより、当

中間連結会計期間より

連結の範囲に含めてい

る。

(イ)連結子会社の数 ９社

主要な連結子会社名

九州耐火煉瓦㈱、 

黒崎炉材㈱、AMR

Refractarios,S.A. 

黒崎産業㈱、黒崎機工

㈱、無錫黒崎蘇嘉耐火

材料有限公司、㈱マイ

クロン、HARIMIC 

(MALAYSIA) SDN. BHD.

Krosaki USA Inc.

(ロ)主要な非連結子会社名

三保産業株式会社

(連結の範囲から除いた理

由)

非連結子会社はいずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであ

る。

(ロ)主要な非連結子会社名

無錫黒崎機械有限公司

(連結の範囲から除いた理

由)

非連結子会社はいずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益及

び利益剰余金(持分に見合

う額)等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであ

る。

(ロ)主要な非連結子会社名

三保産業株式会社

(連結の範囲から除いた理

由)

非連結子会社はいずれも

小規模会社であり、合計の

総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれも

連結財務諸表に重要な影響

を及ぼしていないためであ

る。

２ 持分法の適用に関

する事項

(イ)持分法適用の非連結子

会社数

―社

なお、平成16年９月に

黒崎耐火工業株式会社

(持分法適用会社)を清

算し、持分法適用会社

が減少した。

(イ)持分法適用の非連結子

会社数

―社

(イ)持分法適用の非連結子

会社数

―社

なお、平成16年９月に

黒崎耐火工業株式会社

(持分法適用会社)を清

算し、持分法適用会社

が減少した。

(ロ)持分法適用の関連会社

数

２社

菊竹産業株式会社

株式会社SNリフラテク

チュア東海

当中間連結会計期間よ

り、株式会社SNリフラテ

クチュア東海(持分法適

用会社)が加わり、持分

法適用会社が増加した。

(ロ)持分法適用の関連会社

数

２社

菊竹産業株式会社

株式会社SNリフラテク

チュア東海

(ロ)持分法適用の関連会社

数

２社

菊竹産業株式会社 

株式会社SNリフラテク

チュア東海

当連結会計年度より、

株式会社SNリフラテクチ

ュア東海(持分法適用会

社)が加わり、持分法適

用会社が増加した。



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(ハ)持分法を適用しない理

由

主要な会社名

ハリマワーク株式会

社

持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益及び

利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がない

ため持分法の適用から除

外している。

(ハ)持分法を適用しない理

由

主要な会社名

日本バサルト工業株

式会社

持分法非適用会社は、

それぞれ中間純損益及び

利益剰余金(持分に見合

う額)等からみて、持分

法の対象から除いても中

間連結財務諸表に及ぼす

影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がな

いため持分法の適用から

除外している。

(ハ)持分法を適用しない理

由

主要な会社名

ハリマワーク株式会

社

持分法非適用会社は、

それぞれ当期純損益及び

利益剰余金に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないた

め持分法の適用から除外

している。

３ 連結子会社の(中
間)決算日等に関す
る事項

連結子会社のうちAMR 
Refractarios,S.A.と 無 錫
黒崎蘇嘉耐火材料有限公司
HARIMIC (MALAYSIA) SDN.
BHD.及びKrosaki USA Inc.
の中間決算日は６月30日で
ある。
中間連結財務諸表の作成
にあたっては、同日現在の
中間財務諸表を使用し、中
間連結決算日との間に生じ
た重要な取引については、
連結上必要な調整を行って
いる。

   同左 連結子会社のうちAMR 
Refractarios, S.A.と無錫
黒崎蘇嘉耐火材料有限公司
HARIMIC (MALAYSIA) SDN.
BHD.及びKrosaki USA Inc.
の決算日は12月31日であ
る。
連結財務諸表の作成にあ
たっては、同日現在の財務
諸表を使用し、連結決算日
との間に生じた重要な取引
については、連結上必要な
調整を行っている。

４ 会計処理基準に関
する事項

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券
ａ 満期保有目的の債
券
償却原価法(定
額法)

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券
ａ 満期保有目的の債
券

同左

(イ)重要な資産の評価基準
及び評価方法
① 有価証券
ａ 満期保有目的の債
券

同左

ｂ その他有価証券
時価のあるもの
中間決算日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部資本
直入法により処
理し、売却原価
は移動平均法に
より算定してい
る)

ｂ その他有価証券
時価のあるもの

同左

ｂ その他有価証券
時価のあるもの
決算期末日の市
場価格等に基づ
く時価法(評価
差額は全部資本
直入法により処
理し、売却原価
は移動平均法に
より算定してい
る)

時価のないもの
移動平均法によ
る原価法

時価のないもの
同左

時価のないもの
同左

② デリバティブ取引に
より生じる債権債務
時価法

② デリバティブ取引に
より生じる債権債務

同左

② デリバティブ取引に
より生じる債権債務

同左

③ 棚卸資産
移動平均法による原
価法
 但し、半成工事及び
未成工事支出金は個別
法による原価法

③ 棚卸資産
同左

③ 棚卸資産
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却の方法
① 有形固定資産
i)当社及び国内連結子
会社
主として定率法
但し、不動産事業に
係る建物、設備及び築
炉事業にかかる有形固
定資産の内、一部ユー
ザー構内にある装置に
ついては定額法によっ
ている。
なお、耐用年数につ
いては、原則として法
人税法所定の耐用年数
を採用しているが、窯
炉・機械装置について
は、一部会社所定の耐
用年数を採用してい
る。(トンネル窯・法
定耐用年数７年を６
年、機械装置・法定耐
用年数12年を11年)

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却の方法
① 有形固定資産
i)当社及び国内連結子
会社
主として定率法
但し、不動産事業に
係る建物、設備及び築
炉事業にかかる有形固
定資産の内、一部ユー
ザー構内にある装置に
ついては定額法によっ
ている。
なお、耐用年数につ
いては、原則として法
人税法所定の耐用年数
を採用しているが、窯
炉・機械装置、及び不
動産事業のうちショッ
ピングセンターに係る
建物・構築物について
は、一部会社所定の耐
用年数を採用してい
る。(トンネル窯・法
定耐用年数７年を６
年、機械装置・法定耐
用年数12年を11年、及
び不動産事業のうちシ
ョッピングセンターに
係る建物及び構築物・
賃貸契約期間) 

(ロ)重要な減価償却資産の
減価償却の方法
① 有形固定資産
i)当社及び国内連結子
会社
主として定率法
但し、不動産事業に
係る建物、設備及び築
炉事業にかかる有形固
定資産の内、一部ユー
ザー構内にある装置に
ついては定額法によっ
ている。
なお、耐用年数につ
いては、原則として法
人税法所定の耐用年数
を採用しているが、窯
炉・機械装置について
は、一部会社所定の耐
用年数を採用してい
る。(トンネル窯・法
定耐用年数７年を６
年、機械装置・法定耐
用年数12年を11年)

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ii)在外連結子会社 
 主として定額法

（追加情報）
不動産事業のうち、
ショッピングセンター
に係る建物及び構築物
の償却は従来、法定耐
用年数で行っていた
が、賃貸契約期間終了
後に当該資産を現状の
ままでは、従来と同様
な収益を見込むことが
困難と考えられるため
当中間連結会計期間よ
り、賃貸契約期間の残
年数(10年)で全額償却
が終えるような償却年
数に変更した。 
 この変更に伴い従来
の方法に比し、減価償
却費は120百万円増加
し、売上総利益、営業
利益、経常利益及び税
金等調整前中間純利益
はそれぞれ、同額減少
している。  

ii)在外連結子会社
同左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ii)在外連結子会社

同左



前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

② 無形固定資産
  定額法
なお、自社利用のソ
フトウェアについては
社内における利用可能
期間(５年)に基づく定
額法を採用している。

② 無形固定資産
 同左

② 無形固定資産
同左

③ 長期前払費用
定額法

③ 長期前払費用
 同左

③ 長期前払費用
 同左

(ハ)重要な引当金の計上基
準
① 貸倒引当金
売上債権、貸付金等
の貸倒損失に備えるた
め、一般債権について
は貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別
に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を
計上している。

(ハ)重要な引当金の計上基
準
① 貸倒引当金

 同左

(ハ)重要な引当金の計上基
準
① 貸倒引当金

 同左

② 賞与引当金
従業員に対して支給
する賞与の支出に充て
るため、支給見込額に
基づき計上している。

② 賞与引当金
 同左

② 賞与引当金
 同左

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当
中間連結会計期間末に
おいて発生していると
認められる額を計上し
ている。
会計基準変更時差異
(5,750百万円)につい
ては、10年による按分
額を販売費及び一般管
理費に計上している。
また、数理計算上の差
異については、10年に
よる定額法で按分した
額を発生の翌連結会計
年度より費用処理して
いる。過去勤務債務に
ついては10年による定
額法で按分した額を発
生年度より処理してい
る。

③ 退職給付引当金
同左

③ 退職給付引当金
従業員の退職給付に
備えるため、当連結会
計年度末における退職
給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、計
上している。
会計基準変更時差異
(5,750百万円)につい
ては、10年による按分
額を販売費及び一般管
理費に計上している。
また、数理計算上の差
異については、10年に
よる定額法で按分した
額を発生の翌連結会計
年度より費用処理して
いる。過去勤務債務に
ついては10年による定
額法で按分した額を発
生年度より処理してい
る。

④ 役員退職金引当金
役員の退職慰労金の
支出に備えるため、役
員退職慰労金規程に基
づく中間期末要支給額
を計上している。

④ 役員退職金引当金
同左

④ 役員退職金引当金
役員の退職慰労金の
支出に備えるため、役
員退職慰労金規程に基
づく期末要支給額を計
上している。

⑤ 特別修繕引当金
高温焼成トンネル窯
の焼成帯部分の取替大
修理に備えて、その取
替費用を見積りの上４
年間で均等に計上して
いる。

⑤ 特別修繕引当金
同左

⑤ 特別修繕引当金
同左

⑥ 製品保証引当金
親会社の建材事業
(その他の事業)の製品
「陶板外壁材」の品質
保証に備えるために、
実績等を加味した見込
額を計上している。

⑥ 製品保証引当金
同左

⑥ 製品保証引当金
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

⑦ 鉱害補償引当金
連結子会社の黒崎産
業株式会社の鉱害の発
生に備えて、過去の支
払実績を参考に見込額
を計上している。

⑦ 鉱害補償引当金
同左

⑦ 鉱害補償引当金
同左

(ニ)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への換
算の基準
外貨建金銭債権債務
は、中間決算日の直物為
替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益とし
て処理している。なお、
在外子会社等の資産及び
負債は、中間決算日の直
物為替相場により円貨に
換算し、収益及び費用は
期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は資
本の部における為替換算
調整勘定に含めている。

(ニ)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への換
算の基準

同左

(ニ)重要な外貨建の資産又
は負債の本邦通貨への換
算の基準
外貨建金銭債権債務
は、決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、
換算差額は損益として処
理している。なお、在外
子会社等の資産及び負債
は、決算日の直物為替相
場により円貨に換算し、
収益及び費用は期中平均
相場により円貨に換算
し、換算差額は資本の部
における為替換算調整勘
定に含めている。

(ホ)重要なリース取引の処
理方法
リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計
処理によっている。

(ホ)重要なリース取引の処
理方法

同 左

(ホ)重要なリース取引の処
理方法

同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方
法
１ ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっ
ている。なお、為替予約
等が付されている外貨建
金銭債権債務について
は、振当処理を行ってい
る。

(ヘ)重要なヘッジ会計の方
法
１ ヘッジ会計の方法

同左

(ヘ)重要なヘッジ会計の方
法
１ ヘッジ会計の方法

同左

２ ヘッジ手段とヘッジ
対象
ヘッジ手段：
為替予約取引、金
利スワップ取引
ヘッジ対象：
外貨建予定取引、
借入金

２ ヘッジ手段とヘッジ
対象
ヘッジ手段：

同左

ヘッジ対象：
同左

２ ヘッジ手段とヘッジ
対象
ヘッジ手段：

同左

ヘッジ対象：
同左

３ ヘッジ方針
為替予約取引について
は、外国為替変動リスク
をヘッジする目的で実需
の範囲内においてのみ実
施し、収益確保を目的と
したディーリングは実施
しないこととしている。
また、金利スワップ取引
等については、借入金に
係る金利コストの引き下
げ、もしくは将来予想さ
れる調達コストの引き下
げを目的とし、実需に伴
う取引に限定し投機的な
取引は実施しないことと
している。

３ ヘッジ方針
同左

３ ヘッジ方針
同左



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ ヘッジ有効性評価の
方法
ヘッジ対象の相場変動
又はキャッシュ・フロー
変動の累計とヘッジ手段
の相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動の累計と
の間に高い相関関係があ
ることを確認し有効性の
評価としている。

４ ヘッジ有効性評価の
方法

同左

４ ヘッジ有効性評価の
方法

同左

(ト)その他中間連結財務諸
表作成のための基本とな
る重要な事項
① 消費税等の会計処理
税抜方式によってい
る。
なお、仮払消費税と
仮受消費税は相殺し、
流動負債のその他に含
めている。

(ト)その他中間連結財務諸
表作成のための基本とな
る重要な事項
① 消費税等の会計処理

同左

(ト)その他連結財務諸表作
成のための基本となる重
要な事項
① 消費税等の会計処理
税抜方式によってい
る。

② 法人税等の会計処理
中間連結会計期間に
係る納付税額及び法人
税等調整額は当社及び
連結子会社の当事業年
度において予定してい
る利益処分による圧縮
積立金等の取崩し及び
繰り入れを前提として
当中間連結会計期間に
係る金額を計算してい
る。

② 法人税等の会計処理
同左

② 法人税等の会計処理
――――――

５ 中間連結キャッシ
ュ・フロー計算書(連
結キャッシュ・フロ
ー計算書)における資
金の範囲

手許資金、随時引き出し
可能な預金及び容易に換金
可能であり、かつ、価値の
変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３
ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなる。

同左 同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」(「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第６

号)を適用している。

これにより、営業利益及び経常利

益は14百万円増加し、税金等調整前

中間純利益は、1,253百万円減少し

ている。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除している。

―――――― (固定資産の減損に係る会計基準)

当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日))及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６号)

を適用している。

これにより、営業利益及び経常利

益は107百万円増加し、税金等調整

前中間純利益は、1,249百万円減少

している。

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき当該各資産の金額から直接控除

している。

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

(中間連結損益計算書)

棚卸資産処分損は、営業外費用の100分の10を超えた

ため、区分掲記することにした。なお、前中間連結会計

期間は、営業外費用の「その他の営業外費用」に４百万

円含まれている。

――――――



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 受取手形
この他、受取手形裏書譲渡高
３百万円がある。

※１ 受取手形
この他、受取手形裏書譲渡高
１百万円がある。

※１ 受取手形
この他、受取手形裏書譲渡高
３百万円がある。

※２ 売掛金
当中間連結会計期間の売掛金
残高は、債権譲渡契約に基づく
債権の一部譲渡によって13,620
百万円減少している。

※２ 売掛金
当中間連結会計期間の売掛金
残高は、債権譲渡契約に基づく
債 権 の 一 部 譲 渡 に よ っ て
17,162百万円減少している。

※２ 売掛金
当連結会計期間の売掛金残高
は、債権譲渡契約に基づく債権
の 一 部 譲 渡 に よ っ て
14,787百万円減少している。

 

※３ 担保資産
(イ)長期借入金4,396百万円(１年
以内返済予定分2,810百万円含
む)及び短期借入金1,040百万円
に供されているものは以下の通
りである。

(1) 財団抵当に供されているもの
建物及び構築物 2,671百万円
機械装置・窯炉 
及び運搬具

2,905 〃

工具器具備品 4 〃

土地 3,556 〃
計 9,137百万円

(2) その他
建物及び構築物 10百万円
土地 15 〃

計 25百万円

 

※３ 担保資産
(イ)長期借入金 2,985百万円(１
年以内返済予定分 635百万円含
む)及び短期借入金 1,530百万
円に供されているものは以下の
通りである。

(1) 財団抵当に供されているもの
建物及び構築物 2,523百万円
機械装置・窯炉 
及び運搬具

2,602 〃

工具器具備品 3 〃

土地 3,556 〃
計 8,695百万円

(2) その他
建物及び構築物 10百万円
土地 15 〃

計 25百万円

 

※３ 担保資産
(イ)長期借入金 3,626百万円(１
年以内返済予定分 2,555百万円
含 む ) 及 び 短 期 借 入 金
1,240百万円に供されているも
のは以下の通りである。

(1) 財団抵当に供されているもの
建物及び構築物 2,567百万円
機械装置・窯炉
及び運搬具

2,664 〃

工具器具備品 3 〃

土地 3,556 〃
計 8,792百万円

(2) その他
建物及び構築物 10百万円
土地 15 〃

計 25百万円

(ロ)短期借入金1,400百万円の財
団抵当以外の担保に供されてい
るもの。
投資有価証券 680百万円

 

(ロ)投資有価証券(簿価778百万
円)は、短期借入金 900百万円
の支払い保証に対する担保に供
している。

 ４ 偶発債務
(イ)債務保証
ひびき灘開発㈱
金融機関よりの借入金

241百万円
無錫黒崎機械有限公司
金融機関よりの借入金

53 〃
インベ陶芸㈱
金融機関よりの借入金

20 〃
従業員
住宅資金の金融機関よりの
借入金

322 〃

 ４ 偶発債務
(イ)債務保証
ひびき灘開発㈱
金融機関よりの借入金

224百万円
無錫黒崎機械有限公司
金融機関よりの借入金

69 〃
従業員
住宅資金の金融機関よりの
借入金

330 〃

 ４ 偶発債務
(イ)債務保証
ひびき灘開発㈱
金融機関よりの借入金

238百万円
無錫黒崎機械有限公司
金融機関よりの借入金

64 〃
従業員
住宅資金の金融機関よりの
借入金

337 〃

(ロ)経営指導念書
       ――――― 

(ハ)債権流動化による遡及義務
手形譲渡高  1,484百万円
売掛債権額    859 〃

(ロ)経営指導念書
日本バサルト工業㈱
金融機関よりの借入金

23百万円

(ハ)債権流動化による遡及義務
手形譲渡高  1,600百万円
売掛債権額   1,566〃

(ロ)経営指導念書
日本バサルト工業㈱
金融機関よりの借入金

25百万円

(ハ)債権流動化による遡及義務
手形譲渡高  1,454百万円
売掛債権額   1,228〃



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額

減価償却費 89百万円

営業権 
償却費

40 〃

賞与引当金 
繰入額

448 〃

退職給付 
費用

168 〃

役員退職金 
引当金 
繰入額

33 〃

発送運搬費 1,019 〃

役員報酬 
及び給与

1,153 〃

研究費 632 〃

貸倒引当金 
繰入額

85 〃

なお、研究費のなかには、減価

償却費16百万円を含む。

 

※１ 販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額

減価償却費 98百万円

営業権
償却費

40 〃

賞与引当金
繰入額

660 〃

退職給付
費用

361 〃

役員退職金
引当金 
繰入額

41 〃

発送運搬費 1,244 〃

役員報酬
及び給与

1,137 〃

研究費 766 〃

貸倒引当金
繰入額

38 〃

なお、研究費のなかには、減価

償却費 23百万円を含む。

 

※１ 販売費及び一般管理費

主要な費目及び金額

減価償却費 186百万円

営業権 
償却費

80 〃

賞与引当金 
繰入額

524 〃

退職給付 
費用

738 〃

役員退職金 
引当金 
繰入額

65 〃

発送運搬費 2,254 〃

役員報酬 
及び給与

2,207 〃

研究費 1,340 〃

貸倒引当金 
繰入額

111 〃

なお、研究費のなかには、減価

償却費 35百万円を含む。

※２ 固定資産売却益は土地の売却

によるものである。

※２   ――――――

     

※２ 固定資産売却益は土地の売却

によるものである。

※３ 固定資産売却損は機械装置の

売却によるものである。

※３ 固定資産売却損は機械装置の

売却によるものである。

※３ 固定資産売却損は機械装置の

売却によるものである。

※４ 固定資産除却損の主なものは

建物、構築物、機械装置、車両

運搬具、工具器具備品の除却に

よるものである。

 

※４ 固定資産除却損

  固定資産除却損の主なものは次

の通りである。

機械装置、窯炉
及び運搬具

77百万円

撤去費 204 〃

リース解約損 79 〃

※４ 固定資産除却損

  固定資産除却損の主なものは次

の通りである。

建物、及び構築
物

8百万円

機械装置、窯炉
及び運搬具

105 〃

工具器具備品 3 〃



 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※５ 当中間連結会計期間におい
て、当社グループは、以下の資
産について減損損失を計上し
た。
減損損失を把握するにあたっ
ては、資産のグルーピングを事
業別、事業所別を原則とし、そ
れぞれ独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す単位としてい
る。
回収可能価額は正味売却価額
及び、使用価値により算定し、
正味売却価額は鑑定結果を元に
している。
使用価値の算定にあたっての
割引率は５％を適用している。
その結果、近年の地価下落傾
向で帳簿価額に対し、時価が著
しく下落している土地及び建物
と使用価値が著しく下落してい
ると認められる一部設備、及
び、受注環境の悪化により投資
金額の回収が困難であると判断
した設備、さらには今後の利用
計画がなく使用価値が見込めな
い採石用地、鉱業権について減
損損失1,267百万円を計上して
いる。

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

大阪府 
貝塚市

倉庫 土地 234

〃 〃
建物及
び構築
物

19

岡山県 
備前市

生産
設備

建物及
び構築
物

392

〃 〃

機械装
置、窯
炉及び
車両運
搬具

606

〃 〃
工具器
具備品

5

北九州 
市他

その
他

採石用
地

0

〃 〃 鉱業権 7
合計 1,267

――――――

 

※５ 当連結会計年度において、当
社グループは、以下の資産につ
いて減損損失を計上した。
減損損失を把握するにあたっ
ては、資産のグルーピングを事
業別、事業所別を原則とし、そ
れぞれ独立したキャッシュ・フ
ローを生み出す単位としてい
る。
回収可能価額は正味売却価額
及び、使用価値により算定し、
正味売却価額は鑑定結果を元に
している。
使用価値の算定にあたっての
割引率は５％を適用している。
その結果、近年の地価下落傾
向で帳簿価額に対し、時価が著
しく下落している土地及び建物
と使用価値が著しく下落してい
ると認められる一部設備、及
び、受注環境の悪化により投資
金額の回収が困難であると判断
した設備、さらには今後の利用
計画がなく使用価値が見込めな
い採石用地、鉱業権について減
損損失1,357百万円を計上して
いる。

場所 用途 種類
減損損失 
(百万円)

北九州 

市戸畑

区

生産設

備

建物及び

構築物
8

〃 〃

機械装

置、窯炉

及び運搬

具

44

〃 〃
工具器具

備品
0

大阪府
貝塚市

倉庫 土地 234

〃 〃
建物及
び構築
物

19

岡山県
備前市

生産
設備

建物及
び構築
物

392

〃 〃

機械装
置、窯
炉及び
運搬具

606

〃 〃
工具器
具備品

5

中国江

蘇省

生産設

備

機械装

置、窯炉

及び運搬

具

37

北九州
市他

その
他

採石用
地

0

〃 〃 鉱業権 7

合計 １,357



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

(平成16年９月30日)

現金及び預金勘定 3,344百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△191 〃

現金及び現金同等物 3,153百万円

１ 現金及び現金同等物の中間期末
残高と中間連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係

(平成17年９月30日)

現金及び預金勘定 3,287百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金

△41  〃

現金及び現金同等物 3,246百万円

１ 現金及び現金同等物の期末残高
と連結貸借対照表に掲記されてい
る科目の金額との関係

(平成17年３月31日)

現金及び預金勘定 2,788百万円

預入期間が３か月を 
超える定期預金

△ 153 〃

現金及び現金同等物 2,635百万円



次へ 

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
機械装
置、窯 
炉及び 
運搬具

工具・器 
具・備品

合計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

255 67 323

減価償却 
累計額 
相当額

154 30 184

中間期末 
残高 
相当額

101 37 139

なお、取得価額相当額は、有形固

定資産の中間期末残高等に占める

未経過リース料中間期末残高が割

合が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額
機械装
置、窯 
炉及び 
運搬具

工具・器
具・備品

合計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額 
相当額

38 79 117

減価償却 
累計額 
相当額

19 49 69

中間期末 
残高 
相当額

18 29 48

     同左
 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額
機械装
置、窯 
炉及び 
運搬具

工具・器 
具・備品

合計

(百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額

287 87 375

減価償却
累計額 
相当額

173 49 222

期末残高
相当額

113 38 152

なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定

している。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 33百万円

１年超 105 〃

合計 139百万円

なお、未経過リース料中間期

末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み法に

より算定している。

 

 ② 未経過リース料中間期末残高

相当額

１年内 22百万円

１年超 25 〃

合計 48百万円

   同左
 

 ② 未経過リース料期末残高相当

額

１年内 43百万円

１年超 108 〃

合計 152百万円

なお、未経過リース料期末残

高相当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期末残

高等に占めるその割合が低いた

め、支払利子込み法により算定

している。

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 20百万円

減価償却費 
相当額

20 〃

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 22百万円

減価償却費
相当額

22 〃

 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額

支払リース料 48百万円

減価償却費
相当額

48 〃

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

 ④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

 
  

 

 

有価証券

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

中間連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) その他 11百万円 11百万円 0百万円

合計 11百万円 11百万円 0百万円

２ その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,408百万円 3,411百万円 2,002百万円

(2) 債券 10 〃 12 〃 2 〃

(3) その他 5 〃 7 〃 2 〃

合計 1,423百万円 3,431百万円 2,007百万円

３ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

中間連結貸借対照表計上額

(1) その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く） 140百万円

(2) 子会社株式、関連会社株式 621 〃

  合計 761百万円

 

有価証券

１ その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,497百万円 5,834百万円 4,337百万円

(2) 債券 2 2 0

(3) その他 5 〃 10 〃 5 〃

合計 1,505百万円 5,847百万円 4,342百万円

３ 時価のない有価証券の主な内容及び中間連結貸借対照表計上額

中間連結貸借対照表計上額

(1) その他有価証券

非上場株式 140百万円

(2) 子会社株式、関連会社株式 584 〃

  合計
  

725百万円



(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

(前中間連結会計期間末)(平成16年９月30日) 

 
  

(当中間連結会計期間末)(平成17年９月30日) 

 
  

(前連結会計年度末)(平成17年３月31日) 

 
  

 

 

有価証券

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) その他 5百万円 5百万円 △0百万円

合計 5百万円 5百万円 △0百万円

２ その他有価証券で時価のあるもの

取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(1) 株式 1,497百万円 4,082百万円 2,585百万円

(2) 債券 10 〃 15 〃 5 〃

(3) その他 5 〃 8 〃 2 〃

合計 1,512百万円 4,105百万円 2,593百万円

３ 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

連結貸借対照表計上額

(1) その他有価証券

非上場株式 140百万円

(2) 子会社株式、関連会社株式 694 〃

  合計     835百万円

デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されているので、注記の対象から除外している。

デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されているので、注記の対象から除外している。

デリバティブ取引については「ヘッジ会計」が適用されているので、注記の対象から除外している。



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注１)① 事業区分の決定方法 

事業区分は売上集計区分によっている。 
② 各セグメントの主な内容 
耐火物事業には、原材料売上を含む。 
築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含む。 
不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含む。 
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上である。 
その他の事業は、石灰、景観材、建材及びその他各種商品売上である。 

(注２)  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、770百万円であり、これは親
会社の管理部門の費用である。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注１)① 事業区分の決定方法 

事業区分は売上集計区分によっている。 
② 各セグメントの主な内容 
耐火物事業には、原材料売上を含む。 
築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含む。 
不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含む。 
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上である。 
その他の事業は、石灰、景観材、建材及びその他各種商品売上である。 

(注２)  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、465百万円であり、これは親
会社の管理部門の費用である。 
なお、配賦不能営業費用は、当中間連結会計期間において、親会社の管理部門の業務分析を行い配賦不
能部門の見直しを行っている。 

(注３)  「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」の４（ロ）に記載のとおり、当社は、当中間
連結会計期間からショッピングセンターに係る建物及び構築物の耐用年数を短縮している。 
これにより従来の方法と比較して、不動産事業の営業費用は120百万円増加し、営業利益は同額減少し
ている。 

  

耐火物 
事業

築炉事業
ファイン
セラミッ 
クス事業

不動産
事業

その他の
事業

計
消去 
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

29,476 5,613 3,683 514 1,480 40,768 ― 40,768

(2) セグメント間の
内部売上高又
は振替高

26 ― ― ― ― 26 (26) ―

計 29,503 5,613 3,683 514 1,480 40,794 (26) 40,768

営業費用 27,750 5,062 3,299 261 1,431 37,804 744 38,548

営業利益 1,753 550 383 253 48 2,989 (770) 2,219

耐火物 
事業

築炉事業
ファイン
セラミッ 
クス事業

不動産
事業

その他の
事業

計
消去 
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

30,964 6,493 3,659 511 1,427 43,056 － 43,056

(2) セグメント間の
内部売上高又
は振替高

45 － － － － 45 (45) －

計 31,010 6,493 3,659 511 1,427 43,102 (45) 43,056

営業費用 28,490 6,046 3,223 369 1,379 39,509 419 39,929

営業利益 2,520 446 436 141 47 3,592 (465) 3,127



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注１)① 事業区分の決定方法 

事業区分は売上集計区分によっている。 
② 各セグメントの主な内容 
耐火物事業には、原材料売上を含む。 
築炉事業は築炉工事の他、用役、装置売上及びノウハウ収入を含む。 
不動産事業は、不動産賃貸の他、不動産販売を含む。 
ファインセラミックス事業は、各種産業用ファインセラミックスの売上である。 
その他の事業は、石灰、景観材及びその他各種商品売上である。 

(注２)  営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、1,358百万円であり、これは
親会社の管理部門の費用である。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略している。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略している。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント

情報の記載を省略している。 

  

耐火物 
事業

築炉事業
ファイン
セラミッ 
クス事業

不動産
事業

その他の
事業

計
消去 
又は全社

連結

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対
する売上高

59,099 12,008 7,053 1,032 3,020 82,214 － 82,214

(2) セグメント間の
内部売上高又
は振替高

43 － － － － 43 (43) －

計 59,143 12,008 7,053 1,032 3,020 82,257 (43) 82,214

営業費用 55,716 11,333 6,314 511 2,875 76,752 1,314 78,066

営業利益 3,426 675 738 520 144 5,505 (1,358) 4,147



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 
(1) アジア…………台湾、韓国、中国 
(2) 欧 州…………スペイン、オランダ 
(3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 
(1) アジア…………台湾、韓国、中国 
(2) 欧 州…………スペイン、オランダ 
(3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

 
(注) １ 国または地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国または地域 
(1) アジア…………台湾、韓国、中国 
(2) 欧 州…………スペイン、オランダ 
(3) その他の地域…ブラジル、オーストラリア、アメリカ合衆国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 2,282 2,006 2,251 6,539

Ⅱ 連結売上高 (百万円) ― ― ― 40,768

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合

(％) 5.6 4.9 5.5 16.0

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 2,323 2,184 1,764 6,272

Ⅱ 連結売上高 (百万円) － － － 43,056

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合

(％) 5.4 5.1 4.1 14.6

アジア 欧州 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高 (百万円) 4,486 3,639 4,648 12,774

Ⅱ 連結売上高 (百万円) － － － 82,214

Ⅲ 連結売上高に占める
海外売上高の割合

(％) 5.4 4.4 5.7 15.5



(１株当たり情報) 

  

 
  

(１株当たり情報の脚注) 

(注) １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 
  

 
  

(2) 【その他】 

該当事項なし。 

  

  

前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 232円60銭 １株当たり純資産額 276円90銭 １株当たり純資産額 248円38銭

１株当たり中間純利益 6円15銭 １株当たり中間純利益 20円81銭 １株当たり当期純利益 17円47銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載をしていない。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載をしていない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載をしていない。

項目
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 540 1,822 1,532

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

540 1,822 1,530

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳(百万円) 
利益処分による役員賞与

 
―

 
―

1

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 1

期中平均株式数(千株) 87,685 87,565 87,649



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 780 729 647

２ 受取手形 893 885 844

３ 売掛金及び 
  完成工事 
    未収入金

※１ 14,273 14,506 15,396

４ 棚卸資産 5,461 7,074 5,561

５ 繰延税金資産 702 847 740

６ その他 657 859 837

７ 貸倒引当金 △59 △63 △61

流動資産合計 22,710 43.4 24,839 44.6 23,965 44.7

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産
※２ 
※３

(1) 建物 8,653 8,153 8,393

(2) 機械及び 
  装置

5,379 5,076 5,128

(3) 土地 4,531 4,502 4,502

(4) 建設仮勘定 330 660 309

(5) その他 2,187 2,142 2,200

有形固定資産
合計

21,082 20,534 20,534

２ 無形固定資産 561 419 477

３ 投資その他の 
  資産
(1) 投資有価 
  証券

5,582 7,550 6,208

(2) 繰延税金 
  資産

21 ― ―

(3) その他 2,752 2,752 2,820

(4) 貸倒引当金 △339 △347 △311

(5) 投資損失 
  引当金

△60 △60 △60

投資その他の 
資産合計

7,956 9,895 8,656

固定資産合計 29,599 56.6 30,849 55.4 29,669 55.3

資産合計 52,310 100.0 55,688 100.0 53,634 100.0

 



 
  

前中間会計期間末

(平成16年９月30日)

当中間会計期間末

(平成17年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 377 100 191

２ 買掛金及び 
  工事未払金

11,634 11,750 11,976

３ 短期借入金 ※２ 8,707 4,062 8,734

４ 未払費用 945 1,157 1,068

５ 未払法人税等 459 685 192

６ 未払事業所税 55 54 113

７ 賞与引当金 1,142 1,403 1,237

８ その他 1,129 2,157 1,550

流動負債合計 24,452 46.7 21,372 38.4 25,064 46.7

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 172 4,410 130

２ 役員退職金 
  引当金

150 148 177

３ 退職給付 
  引当金

1,436 982 1,233

４ 特別修繕 
  引当金

4 29 16

５ 製品保証 
  引当金

22 29 26

６ 預り敷金・ 
  保証金

7,467 6,853 7,467

  ７ 繰延税金負債 ― 822 167

固定負債合計 9,254 17.7 13,276 23.8 9,219 17.2

負債合計 33,707 64.4 34,648 62.2 34,283 63.9

(資本の部)

Ⅰ 資本金 5,537 10.6 5,537 9.9 5,537 10.3

Ⅱ 資本剰余金

１ 資本準備金 3,521 3,521 3,521

  資本剰余金 
  合計

3,521 6.7 3,521 6.3 3,521 6.6

Ⅲ 利益剰余金

１ 利益準備金 1,250 1,250 1,250

２ 任意積立金 5,586 5,572 5,586

３ 中間(当期)
未処分利益

1,714 3,082 2,208

利益剰余金 
合計

8,550 16.3 9,905 17.8 9,044 16.9

Ⅳ その他有価証券
評価差額金

1,021 2.0 2,143 3.9 1,299 2.4

Ⅴ 自己株式 △28 △0.0 △67 △0.1 △52 △0.1

資本合計 18,603 35.6 21,039 37.8 19,351 36.1

負債資本合計 52,310 100.0 55,688 100.0 53,634 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 35,051 100.0 37,800 100.0 71,800 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１ 29,766 84.9 31,122 82.3 61,227 85.3

売上総利益 5,284 15.1 6,678 17.7 10,573 14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,225 12.1 4,787 12.7 8,705 12.1

営業利益 1,059 3.0 1,891 5.0 1,867 2.6

Ⅳ 営業外収益

１ 受取利息 3 3 6

２ 受取配当金 41 38 201

３ 為替差益 112 140 75

４ その他 85 79 169

営業外収益計 242 0.7 262 0.7 452 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※１

１ 支払利息 46 43 90

２ 債権譲渡損 35 42 73

３ その他 61 65 143

営業外費用計 143 0.4 151 0.4 307 0.4

経常利益 1,157 3.3 2,001 5.3 2,012 2.8

Ⅵ 特別利益

１ 投資有価証券売却益 6 ― 6

２ 子会社整理益 31 93 31

３ 固定資産売却益 ※２ 63 ― 92

４ 貸倒引当金戻入益 9 17 34

５ 特別修繕引当金
戻入益

25 ― 25

  ６  受取補償金 ― 63 ―

特別利益計 137 0.4 174 0.5 190 0.3

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産売却損 ※３ 8 ― 8

２ 固定資産除却損 ※４ 13 305 90

３ 減損損失 ※５ 260 ― 314

４ 子会社株式売却損 17 ― 17

５ ゴルフ会員権評価損 0 58 0

６ 子会社整理損 33 ― 33

７ 株式償還損 10 ― 10

特別損失計 344 1.0 364 1.0 474 0.7

税引前中間(当期) 
純利益

950 2.7 1,811 4.8 1,727 2.4

法人税、住民税 
及び事業税

251 711 571

法人税等調整額 297 548 1.6 △23 688 1.8 259 831 1.2

中間(当期)純利益 402 1.1 1,123 3.0 896 1.2

前期繰越利益 1,312 1,959 1,312

中間(当期)未処分利益 1,714 3,082 2,208



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１ 資産の評価基準及

び評価方法

 (1) 有価証券 子会社株式及び関連会社株
式
移動平均法による原価法
その他有価証券
・時価のあるもの 
 中間決算日の市場価  
格等に基づく時価法
(評価差額は全部資本直
入法により処理し、売
却原価は移動平均法に
より算定)

子会社株式及び関連会社株
式

同左
その他有価証券
・時価のあるもの

同左

子会社株式及び関連会社株
式

同左
その他有価証券
・時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基
づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処
理し、売却原価は移動平
均法により算定)

・時価のないもの
移動平均法による原価
法

・時価のないもの
同左

・時価のないもの
同左

 (2) デリバティブ取
引により生じる債
権及び債務

時価法 同左 同左

 (3) 棚卸資産 移動平均法による原価法 
 但し、半成工事及び未成
工事支出金は個別法による
原価法

同左 同左

２ 固定資産の減価償

却の方法

 (1) 有形固定資産 不動産賃貸業に係る建物
及び設備は定額法で、それ
以外の有形固定資産の減価
償却は定率法(但し、築炉
事業に係る有形固定資産の
うち一部のユーザー構内に
ある装置については定額
法)を採用している。
耐用年数については、原
則として法人税法所定の耐
用年数を採用しているが、
窯炉・機械装置について
は、一部会社所定の耐用年
数を採用している。(トン
ネル窯・法定耐用年数７年
を６年、機械装置・法定耐
用年数12年を11年)

不動産賃貸業に係る建物
及び設備は定額法で、それ
以外の有形固定資産の減価
償却は定率法(但し、築炉
事業に係る有形固定資産の
うち一部のユーザー構内に
ある装置については定額
法)を採用している。
耐用年数については、原
則として法人税法所定の耐
用年数を採用しているが、
窯炉・機械装置及び不動産
事業のうちショッピングセ
ンターに係る建物・構築物
については、一部会社所定
の耐用年数を採用してい
る。(トンネル窯・法定耐
用年数７年を６年、機械装
置・法定耐用年数12年を11
年及び不動産事業のうちシ
ョッピングセンターに係る
建物及び構築物・賃貸契約
期間)

（追加情報）
不動産事業のうち、ショ
ッピングセンターに係る建
物及び構築物の償却は従
来、法定耐用年数で行って
いたが、賃貸契約期間終了
後に当該資産を現状のまま
では従来と同様な収益を見
込むことが困難と考えられ
るため、当中間会計期間よ
り、賃貸契約期間の残年数
（10年）で全額償却が終え
るような償却年数に変更し
た。この変更に伴い従来の
方法に比し、減価償却費は
120百万円増加し、売上総
利益、営業利益、経常利益
及び税引前中間純利益はそ
れぞれ同額減少している。

不動産賃貸業に係る建物
及び設備は定額法で、それ
以外の有形固定資産の減価
償却は定率法(但し、築炉
事業に係る有形固定資産の
うち一部のユーザー構内に
ある装置については定額
法)を採用している。
耐用年数については、原
則として法人税法所定の耐
用年数を採用しているが、
窯炉・機械装置について
は、一部会社所定の耐用年
数を採用している。(トン
ネル窯・法定耐用年数７年
を６年、機械装置・法定耐
用年数12年を11年)



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(2) 無形固定資産 定額法によっている。
なお、自社利用のソフトウ
ェアについては、社内にお
ける利用可能期間(５年)に
基づく定額法を採用してい
る。

同左
 
 
 

同左 
 
 
 

(3) 長期前払費用 長期前払費用について
は、定額法によっている。

同左 同左

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 
 売上債権、貸付金等の貸
倒損失に備えるため、一般
債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特
定の債権については、個別
に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上してい
る。

(1) 貸倒引当金
          同左

(1) 貸倒引当金 
          同左

(2) 投資損失引当金
関係会社株式の実質価
値の低下による損失に備
えて、その財政状態を勘
案して計上している。

(2) 投資損失引当金
同左

(2) 投資損失引当金
同左

(3) 賞与引当金
従業員に対して支給す
る賞与の支出に充てるた
め、支給対象期間に応じ
た支給見込額を計上して
いる。

(3) 賞与引当金
同左

(3) 賞与引当金
同左

(4) 製品保証引当金
建材事業部の製品「陶
板外壁材」の品質保証に
備えるために、実績等を
加味した見込額を計上し
ている。

(4) 製品保証引当金
    同左

(4) 製品保証引当金
同左

(5) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当中間会計期間末
において発生していると
認められる額を計上して
いる。
会計基準変更時差異
(5,750百万円)について
は、10年による按分額を
販売費及び一般管理費に
計上している。
また、数理計算上の差
異については、10年によ
る定額法で按分した額を
発生の翌事業年度より費
用処理している。過去勤
務債務については10年に
よる定額法で按分した額
を発生年度より処理して
いる。

(5) 退職給付引当金
同左

(5) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備
えるため、当事業年度末
における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基
づき、当期末において発
生していると認められる
額を計上している。
会計基準変更時差異
(5,750百万円)について
は、10年による按分額を
販売費及び一般会計費に
計上している。
また、数理計算上の差
異については、10年によ
る定額法で按分した額を
発生の翌事業年度より費
用処理している。過去勤
務債務については10年に
よる定額法で按分した額
を発生年度より処理して
いる。

(6) 役員退職金引当金
役員の退職金支出に充
てるため、役員退職金内
規に基づき中間期末要支
給額の100％を計上して
いる。

(6) 役員退職金引当金
同左

(6) 役員退職金引当金
役員の退職金支出に充
てるため、役員退職金内
規に基づき期末要支給額
の 100％を計上してい
る。

(7) 特別修繕引当金
高温焼成トンネル窯の
焼成帯部分の取替大修理
に備えて、その取替費用
を見積もりの上、４年間
で均等に計上している。

(7) 特別修繕引当金
同左

(7) 特別修繕引当金
同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

４ リース取引の処理

方法

 リース物件の所有権が借
主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・
リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によって
いる。

    同左      同左

５ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっ
ている。なお為替予約等
が付されている外貨建金
銭債権債務については、
振当処理を行っている。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象
 ヘッジ手段：為替予約取

引、金利スワ
ップ取引

 ヘッジ対象：外貨建予定
取引、借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象
ヘッジ手段：同左

ヘッジ対象：同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対
象
ヘッジ手段：同左

ヘッジ対象：同左

(3) ヘッジ方針
為替予約取引について
は、外国為替変動リスク
をヘッジする目的で実需
の範囲内においてのみ実
施し、収益確保を目的と
したディーリングは実施
しないこととしている。
また、金利スワップ取引
等については、借入金に
係る金利コストの引き下
げ、もしくは将来予想さ
れる調達コストの引き下
げを目的とし、実需に伴
う取引に限定し投機的な
取引は実施しないことと
している。

(3) ヘッジ方針
同左

(3) ヘッジ方針
同左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法
ヘッジ対象の相場変動
又はキャッシュ・フロー
変動の累計とヘッジ手段
の相場変動又はキャッシ
ュ・フロー変動の累計と
の間に高い相関関係があ
ることを確認し、有効性
の評価としている。

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同左

(4) ヘッジ有効性評価の方
法

同左

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要な

事項

(1) 消費税等に関する注記

消費税等の会計処理
は、税抜方式を採用して
いる。なお、仮払消費税
等と仮受消費税等の相殺
した差額を、流動負債の
「その他」に含め表示し
ている。

(1) 消費税等に関する注記

同左

(1) 消費税等に関する注記

消費税等の会計処理
は、税抜方式を採用して
いる。

(2) 法人税等の会計処理
中間会計期間に係る納
付税額及び法人税等調整
額は、当事業年度におい
て予定している利益処分
による圧縮積立金等の取
崩し及び繰り入れを前提
として、当中間会計期間
に係る金額を計算してい
る。

(2) 法人税等の会計処理
同左

―――――



会計処理の変更 

  

 
  

  
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会平成14年

８月９日)及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第６号平成15年10月

31日)を適用している。これにより

営業利益及び経常利益は、２百万円

増加し、税引前中間純利益は、257

百万円減少している。なお、減損損

失累計額については、改正後の中間

財務諸表等規則に基き各資産の金額

から直接控除している。

     ――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会平成14年８月

９日)及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号平成15年10月31

日)を適用している。これにより営

業利益及び経常利益は、１百万円増

加し、税引前当期純利益は、312百

万円減少している。なお、減損損失

累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基き各資産の金額から直

接控除している。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日)

当中間会計期間末
(平成17年９月30日)

前事業年度末 
(平成17年３月31日)

※１ 売掛金

当中間期末の売掛金残高は、債

権譲渡契約に基づく債権の一部譲

渡によって、13,620百万円減少し

ている。

※１ 売掛金

当中間期末の売掛金残高は、債

権譲渡契約に基づく債権の一部譲

渡によって、17,162百万円減少し

ている。

※１ 売掛金

当期末の売掛金残高は、債権譲

渡契約に基づく債権の一部譲渡に

よって14,787百万円減少してい

る。

※２ 担保資産 ※２ 担保資産 ※２ 担保資産

 

工場財団として担保を供してい

る資産          

 有形固定資産     5,186百万円

上記の担保資産は下記のものに

対する担保である。

当社長期借入金 
及び短期借入金

2,609   〃

 

工場財団として担保を供してい

る資産

建物 1,406百万円

構築物 241  〃

窯炉 168  〃

機械及び装置 1,795  〃

土地 1,335  〃

計 4,948百万円

上記の担保資産は下記のものに

対する担保である。

当社長期借入金
及び短期借入金

2,722  〃

 

工場財団として担保を供してい

る資産         

建物 1,399百万円

構築物 251  〃 

窯炉 182  〃

機械及び装置 1,774  〃

土地 1,335  〃

計 4,944百万円

上記の担保資産は下記のものに

対する担保である。

当社長期借入金 
及び短期借入金

2,664   〃

※３ 有形固定資産の

減価償却累計額 52,454百万円

※３ 有形固定資産の

減価償却累計額 52,109百万円

※３ 有形固定資産の

減価償却累計額 52,644百万円

 

 

 

 ４ 偶発債務

(1) 債務の保証

 下記会社の借入金等について保 

 証を行っている。

黒崎産業㈱

商品仕入債務 22百万円

旅行業の発券業務に
係わる債務

3   〃

ひびき灘開発㈱

金融機関よりの 
借入金

241   〃

従業員

住宅資金の金融機関 
よりの借入金

322   〃

無錫黒崎機械有限公司

金融機関よりの 
借入金

53   〃

 

 

 

 ４ 偶発債務

(1) 債務の保証

 下記会社の借入金等について保 

 証を行っている。

黒崎産業㈱

商品仕入債務 27百万円

旅行業の発券業務に
係わる債務

4  〃

ひびき灘開発㈱

金融機関よりの
借入金

224  〃

従業員

住宅資金の金融機関
よりの借入金

330 〃

無錫黒崎機械有限公司

金融機関よりの
借入金

69  〃

 

 

 

 ４ 偶発債務

(1) 債務保証

 下記会社の借入金等について保 

 証を行っている。

黒崎産業㈱

商品仕入債務 24百万円

旅行業の発券業務に
係る債務

4   〃

ひびき灘開発㈱

金融機関よりの 
借入金

238   〃

従業員

住宅資金の金融機関
よりの借入金  

337   〃

無錫黒崎機械有限公司

金融機関よりの 
借入金

64   〃

  

 

        

(2) 経営指導念書 

 ―――――― 

  

 Krosaki USA Inc

    金融機関よりの   189   〃 

  借入金     

(2) 経営指導念書

  日本バサルト工業㈱
  金融機関よりの   23百万円
    借入金

 
        
 
(2) 経営指導念書 
  日本バサルト工業㈱ 
  金融機関よりの   25百万円
 借入金

(3) 債権流動化による遡及義務

手形譲渡高 1,484百万円

売掛債権額 859   〃

(3) 債権流動化による遡及義務

手形譲渡高 1,600百万円

売掛債権額 1,566  〃

(3) 債権流動化による遡及義務

手形譲渡高 1,454百万円

売掛債権額 1,228   〃



(中間損益計算書関係) 
  

 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

 

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 796百万円

無形固定資産等 73  〃
 

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 883百万円

無形固定資産等 71  〃
 

※１ 減価償却実施額

有形固定資産 1,680百万円

無形固定資産等 163  〃

※２ 固定資産売却益

固定資産売却益の主な内容は次

の通りである。

土地 63百万円
 

※２ 固定資産売却益

――――――

※２ 固定資産売却益

固定資産売却益の主な内容は次

の通りである。

土地 92百万円

※３ 固定資産売却損

固定資産売却損の主な内容は次

の通りである。

機械及び装置 8百万円
 

※３ 固定資産売却損

――――――

※３ 固定資産売却損

固定資産売却損の主な内容は次

の通りである。

機械及び装置 8百万円

 

※４ 固定資産除却損

固定資産除却損の主な内容は次

の通りである。

機械及び装置 12百万円

 

※４ 固定資産除却損

固定資産除却損の主な内容は次

の通りである。

機械及び装置 77百万円

撤去費用 199  〃

※４ 固定資産除却損

固定資産除却損の主な内容は次

の通りである。

機械及び装置 50百万円

建物 17  〃

その他(窯炉) 11  〃

 

※５ 減損損失

当社は以下の資産について減損

損失を計上した。

場所 用途 種類
減損損失 

(百万円)

大阪府 
貝塚市

倉庫 土地 234

 〃 〃 建物 19

北九州 
市他

その他 採石用地 0

 〃  〃 鉱業権 5

合計 260

当社は、資産のグルーピングを

事業別、事業所別を原則とし、そ

れぞれ独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す単位としている。

近年の地価下落傾向で貝塚市に

ある土地及び建物については大幅

下落になっており、減損損失を認

識した。なお回収可能価額は正味

売却価額によっており鑑定結果を

もとにしている。

採石用地、鉱業権については、

今後の利用計画が無く、使用価値

が見込めないため、全額を評価減

した。

※５ 減損損失

――――――

 

※５ 減損損失

当社は以下の資産について減損

損失を計上した。

場所 用途 種類
減損損失 

(百万円)

大阪府 
貝塚市

倉庫 土地 234

 〃 〃 建物 19

北九州市
戸畑区

工場 機械 44

 〃  〃 建物 8

 〃  〃 その他 0

北九州 
市他

その他 採石用地 0

 〃  〃 鉱業権 5

合計 314

当社は、資産のグルーピングを

事業別、事業所別を原則とし、そ

れぞれ独立したキャッシュ・フロ

ーを生み出す単位としている。

近年の地価下落傾向で貝塚市に

ある土地及び建物については大幅

下落になっており、減損損失を認

識した。なお回収可能価額は正味

売却価額によっており鑑定結果を

もとにしている。

また、戸畑区にある工場につい

ては、受注環境の悪化により、投

資金額の回収が困難であるとの判

断により減損損失を認識した。

尚、回収可能価額は使用価値によ

り算定し、割引率は５％を適用し

ている。

採石用地、鉱業権については、

今後の利用計画が無く、使用価値

が見込めないため、全額を評価減

した。



(リース取引関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

その他の
有形固定資産
(工具器具備品
及び運搬具)

取得価額相当額 170百万円

減価償却累計額 
相当額

82  〃

中間期末残高 
相当額

88百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額

その他の
有形固定資産
(工具器具備品
及び運搬具)

取得価額相当額 175百万円

減価償却累計額
相当額

86  〃

中間期末残高
相当額

88百万円

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

その他の
有形固定資産
(工具器具備品
及び運搬具)

取得価額相当額 188百万円

減価償却累計額
相当額

83  〃

期末残高
相当額

105百万円

なお、取得価額相当額は、有形固

定資産の中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高の割合が

低いため、支払利子込み法により算

定している。

同左 なお、取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

いる。

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 31百万円

１年超 57  〃

合計 88百万円

② 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年以内 32百万円

１年超 56  〃

合計 88百万円
 

② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 38百万円

１年超 67  〃

合計 105百万円

なお、未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の中間期末残高等

に占めるその割合が低いため、支払

利子込み法により算定している。

同左 なお、未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める

その割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 15百万円

減価償却費相当額 15  〃

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 20百万円

減価償却費相当額 20  〃

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額

支払リース料 43百万円

減価償却費相当額 43  〃

④ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

いる。

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左

④ 減価償却費相当額の算定方法

同左



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

  

 
  

区分
中間貸借対照表計上額 

   (百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 1,209 1,161 △48

区分
中間貸借対照表計上額 

   (百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 1,246 2,768 1,522

区分
 貸借対照表計上額 

   (百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

子会社株式 1,246 1,659 413



(１株当たり情報) 

  

 
  

(１株当たり情報の脚注) 

   １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りである。 
  

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はない。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はない。 

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 212円18銭 １株当たり純資産額 240円31銭 １株当たり純資産額 220円91銭

１株当たり中間純利益 4円59銭 １株当たり中間純利益 12円82銭 １株当たり当期純利益 10円22銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載をしていない。

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式がないため

記載をしていない。

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載をしていない。

項目
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日)

前事業年度
(自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 402 1,123 896

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

402 1,123 896

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

期中平均株式数(千株) 87,696 87,576 87,660



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

 
  

  

該当事項はない。 

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度
(第114期)

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日

平成17年６月２９日 
関東財務局長に提出。

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月15日

黒 崎 播 磨 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている黒崎播磨株式会社の

平成16年４月1日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、黒崎播磨株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年

４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間より、固定資産の減損会計基準を適用して中間連結財務諸表を作成し

ている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  甲 斐  祐 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月15日

黒 崎 播 磨 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている黒崎播磨株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に

係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、黒崎播磨株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年

４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  甲 斐  祐 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月15日

黒 崎 播 磨 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている黒崎播磨株式会社の

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第114期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、黒崎播

磨株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間より、固定資産の減損会計基準を適用して中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  甲 斐  祐 二 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月15日

黒 崎 播 磨 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている黒崎播磨株式会社の

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第115期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、黒崎播

磨株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  丸 林  信 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士  甲 斐  祐 二 
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